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揮発油税等の税率の特例の廃止及び脱炭素社会の実現等に資

する税制の構築等のために講ずべき措置に関する法律案要綱 

 

一 趣旨 

この法律は、現下の揮発油及び軽油の価格の高騰が国民生活及び国民

経済に悪影響を及ぼしており、かつ、その状況が当面継続すると見込ま

れること並びに揮発油税及び地方揮発油税並びに軽油引取税の税率の

特例が設けられてから相当長期間が経過し、当該税率の特例が設けられ

た当時とは社会経済情勢が著しく変化していることに鑑み、当該税率の

特例を廃止するとともに、脱炭素社会の実現のための具体的な取組が求

められるようになっていること等の社会経済情勢の変化への対応に資

する税制の構築等を行うために講ずべき措置について定めるものとす

ること。                     （第１条関係） 

 

二 揮発油税等の税率の特例の廃止 

  次に掲げる税率の特例は、令和６年３月３１日において廃止するもの

とすること。 

① 租税特別措置法第８８条の８に規定する揮発油税及び地方揮発油

税の税率の特例 

② 地方税法附則第１２条の２の８に規定する軽油引取税の税率の特

例 

                       （第２条関係） 

 

三 脱炭素社会の実現等に資する税制の構築等 

１ 脱炭素社会の実現のための具体的な取組が求められるようになっ

ていること等の社会経済情勢の変化への対応に資するよう新たな税

制の構築を行うものとし、当該新たな税制は、令和７年４月１日から

実施されるものとすること。この場合において、当該新たな税制の構

築においては、脱炭素化投資（脱炭素社会の実現に資する投資をいう。）

その他の社会経済情勢の変化への対応に資する投資（以下「脱炭素化

投資等」という。）による事業の生産性の向上に寄与する設備等の取

得に係るハイパー償却制度（累計で資産の取得価額の１００分の１０

０に相当する金額を超える金額を損金の額に算入することができる
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制度をいう。）の導入を含む脱炭素化投資等を促進するための法人課

税に係る制度の見直しが行われるものとすること。 

２ 二の税率の特例の廃止から１の新たな税制の実施までの間におい

て二の税率の特例の廃止に伴い必要となる財源については、公債の発

行、日本銀行が保有する国債の一部について償還期限の定めのないも

のとすることその他の手法を活用して、確保するものとすること。 

３ １及び２のほか、二の税率の特例の廃止に伴い必要となる財源の確

保については、様々な角度から検討が行われ、その結果に基づき必要

な措置が講ぜられるものとすること。 

（第３条関係） 

    

四 法制上の措置等 

  政府は、二の税率の特例の廃止及び三の新たな税制の構築等を行うた

め、必要な法制上の措置その他の措置を講じなければならないこと。 

（第４条関係） 

 

五 施行期日 

 この法律は、公布の日から施行すること。    （附則第１項関係） 

 

六 揮発油に係る消費課税の在り方の検討 

政府は、揮発油税及び地方揮発油税を含む揮発油の価格に消費税が課

されている問題の解消に向けた検討を行い、その結果に基づき必要な措

置を講ずるものとすること。          （附則第２項関係） 
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揮
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等
の
税
率
の
特
例
の
廃
止
及
び
脱
炭
素
社
会
の
実
現
等
に
資
す
る
税
制
の
構
築
等
の
た
め
に
講
ず
べ
き
措
置

に
関
す
る
法
律
（
案
） 

（
趣
旨
） 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
現
下
の
揮
発
油
及
び
軽
油
の
価
格
の
高
騰
が
国
民
生
活
及
び
国
民
経
済
に
悪
影
響
を
及
ぼ
し
て
お
り
、

か
つ
、
そ
の
状
況
が
当
面
継
続
す
る
と
見
込
ま
れ
る
こ
と
並
び
に
揮
発
油
税
及
び
地
方
揮
発
油
税
並
び
に
軽
油
引
取
税
の
税

率
の
特
例
が
設
け
ら
れ
て
か
ら
相
当
長
期
間
が
経
過
し
、
当
該
税
率
の
特
例
が
設
け
ら
れ
た
当
時
と
は
社
会
経
済
情
勢
が
著

し
く
変
化
し
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
、
当
該
税
率
の
特
例
を
廃
止
す
る
と
と
も
に
、
脱
炭
素
社
会
（
地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進

に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
十
七
号
）
第
二
条
の
二
に
規
定
す
る
脱
炭
素
社
会
を
い
う
。
第
三
条
第
一
項
に
お
い

て
同
じ
。
）
の
実
現
の
た
め
の
具
体
的
な
取
組
が
求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
こ
と
等
の
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
へ
の

対
応
に
資
す
る
税
制
の
構
築
等
を
行
う
た
め
に
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

（
揮
発
油
税
等
の
税
率
の
特
例
の
廃
止
） 

第
二
条 

次
に
掲
げ
る
税
率
の
特
例
は
、
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
廃
止
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 

租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
八
十
八
条
の
八
に
規
定
す
る
揮
発
油
税
及
び
地
方
揮
発
油
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税
の
税
率
の
特
例 

二 
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
附
則
第
十
二
条
の
二
の
八
に
規
定
す
る
軽
油
引
取
税
の
税
率
の

特
例 

（
脱
炭
素
社
会
の
実
現
等
に
資
す
る
税
制
の
構
築
等
） 

第
三
条 

脱
炭
素
社
会
の
実
現
の
た
め
の
具
体
的
な
取
組
が
求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
こ
と
等
の
社
会
経
済
情
勢
の
変

化
へ
の
対
応
に
資
す
る
よ
う
新
た
な
税
制
の
構
築
を
行
う
も
の
と
し
、
当
該
新
た
な
税
制
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
実

施
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
新
た
な
税
制
の
構
築
に
お
い
て
は
、
脱
炭
素
化
投
資
（
脱
炭
素
社
会

の
実
現
に
資
す
る
投
資
を
い
う
。
）
そ
の
他
の
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
へ
の
対
応
に
資
す
る
投
資
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て

「
脱
炭
素
化
投
資
等
」
と
い
う
。
）
に
よ
る
事
業
の
生
産
性
の
向
上
に
寄
与
す
る
設
備
等
の
取
得
に
係
る
ハ
イ
パ
ー
償
却
制

度
（
累
計
で
資
産
の
取
得
価
額
の
百
分
の
百
に
相
当
す
る
金
額
を
超
え
る
金
額
を
損
金
の
額
に
算
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
制

度
を
い
う
。
）
の
導
入
を
含
む
脱
炭
素
化
投
資
等
を
促
進
す
る
た
め
の
法
人
課
税
に
係
る
制
度
の
見
直
し
が
行
わ
れ
る
も
の

と
す
る
。 

２ 

前
条
の
税
率
の
特
例
の
廃
止
か
ら
前
項
の
新
た
な
税
制
の
実
施
ま
で
の
間
に
お
い
て
同
条
の
税
率
の
特
例
の
廃
止
に
伴
い
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必
要
と
な
る
財
源
に
つ
い
て
は
、
公
債
の
発
行
、
日
本
銀
行
が
保
有
す
る
国
債
の
一
部
に
つ
い
て
償
還
期
限
の
定
め
の
な
い

も
の
と
す
る
こ
と
そ
の
他
の
手
法
を
活
用
し
て
、
確
保
す
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

前
二
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
前
条
の
税
率
の
特
例
の
廃
止
に
伴
い
必
要
と
な
る
財
源
の
確
保
に
つ
い
て
は
、
様
々
な

角
度
か
ら
検
討
が
行
わ
れ
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
必
要
な
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
る
も
の
と
す
る
。 

（
法
制
上
の
措
置
等
） 

第
四
条 

政
府
は
、
第
二
条
の
税
率
の
特
例
の
廃
止
及
び
前
条
の
新
た
な
税
制
の
構
築
等
を
行
う
た
め
、
必
要
な
法
制
上
の
措

置
そ
の
他
の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

附 

則 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
揮
発
油
に
係
る
消
費
課
税
の
在
り
方
の
検
討
） 

２ 

政
府
は
、
揮
発
油
税
及
び
地
方
揮
発
油
税
を
含
む
揮
発
油
の
価
格
に
消
費
税
が
課
さ
れ
て
い
る
問
題
の
解
消
に
向
け
た
検

討
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 





  

五 

理 

由 

 

現
下
の
揮
発
油
及
び
軽
油
の
価
格
の
高
騰
が
国
民
生
活
及
び
国
民
経
済
に
悪
影
響
を
及
ぼ
し
て
お
り
、
か
つ
、
そ
の
状
況
が

当
面
継
続
す
る
と
見
込
ま
れ
る
こ
と
並
び
に
揮
発
油
税
及
び
地
方
揮
発
油
税
並
び
に
軽
油
引
取
税
の
税
率
の
特
例
が
設
け
ら
れ

て
か
ら
相
当
長
期
間
が
経
過
し
、
当
該
税
率
の
特
例
が
設
け
ら
れ
た
当
時
と
は
社
会
経
済
情
勢
が
著
し
く
変
化
し
て
い
る
こ
と

に
鑑
み
、
当
該
税
率
の
特
例
を
廃
止
す
る
と
と
も
に
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
の
た
め
の
具
体
的
な
取
組
が
求
め
ら
れ
る
よ
う
に

な
っ
て
い
る
こ
と
等
の
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
へ
の
対
応
に
資
す
る
税
制
の
構
築
等
を
行
う
た
め
に
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て

定
め
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。 


